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【関関同立 即日入試分析＆出題予想２０２２】 

《2/10 同志社大学 学部個別》 

★本日(2/10)の入試分析★ 

〔Ⅰ〕新しい人権と諸法令に関する判例 

 空欄補充としては『宴のあと』や私生活をみだりに「公開」されない権利、「個人」の尊厳、言論・「表現」の自由、出版

の「差し止め」、「通信傍受法」、憲法から「通信の秘密」、プライバシーの権利は自己の情報を「コントロール」する権

利とされている。大阪空港騒音公害訴訟については、人格権ないし「環境権」に基づいたものである。人格権は、日本

国憲法「第１３条」及び「第２５条」を根拠にしている。原発については「運転」により被る人格権に配慮された組織犯

罪処罰法は犯罪行為の「計画」を２人以上で行い、そのうち１人以上が「実行」したときに処罰される。日本国憲法第３

１条からは「手続」が登場。プライバシーの権利に関しては、さいたま地裁が２０１５年に「忘れられる権利」を認めた。２

００２年には「知的財産基本法」が成立。また１９９９年には「不正サクセス禁止法」が制定。住基ネットには、１１桁から

なる「住民票コード」が付され、氏名や性別、「生年月日」、「住所」などの本人確認情報を国および地方公共団体が共

有する。 

 

〔Ⅱ〕国民所得と景気変動 

 一国の経済活動は「フロー」と「ストック」から把握する。国連の基準で「SNA」が作成されている。開発途上国

への援助・協力は「ODA」である。経済循環を判断する統計には「マネーストック統計」などがある。「無償ボラン

ティア」は GDPに含まれない。国民所得の最大を占めるのは「雇用者報酬」である。高度経済成長期に含まれな

いものは「第一次産業の比重が高まる産業構造の高度化」である。超過需要起因のインフレを「ディマンド・プル・

インフレ」という。供給コスト起因のインフレを「コスト・プッシュ・インフレ」という。景気停滞とインフレの同時進行は

「スタグフレーション」である。デフレによる悪循環は「デフレスパイラル」である。中央銀行の物価上昇率は「インフ

レ・ターゲット」と呼ばれ、現在は２％に設定されている。出題予想から的中      国民総所得の実質上昇率は

「22％」である。消費者物価指数から生鮮食品を除いたものは「コア」と呼ぶ。技術革新が原因で約５０年周期の

長期波動は「コンドラチェフの波」である。設備投資が原因で約１０年周期の中期波動は「ジュグラーの波」であ

る。リーマンショックは「2008年」である。財政政策と金融政策を組み合わせたものを「ポリシー・ミックス」と呼

ぶ。GNHは「貨幣価値に変換されない」が、グリーン GDPは「貨幣価値に換算される」ことはポイントである。 

 

〔Ⅲ〕国際通貨体制と地域的経済統合 

第一次世界大戦以前は「金本位制」を採用し、先進国は「ブロック経済」を形成していた。GATTは「自由・無差

別・多角」を三原則とする。1970年代には「東京ラウンド」も開催された。後の１９９５年には「WTO」になり、「ネ

ガティブ・コンセンサス方式」を取り入れた。２００１年には新たなラウンドとして「ドーハ・ラウンド」が開始された。

1994年にはアメリカ・カナダ・メキシコでの「NAFTA」がスタートしたが、２０２０年には「トランプ大統領」主導で

新たに USMCA となった。南米では 199５年に「MERCOSUR」が発足した。アジアでは１９９２年に「AFTA」の

創設が合意された。日本は２１世紀に「シンガポール」を皮切りにして、２国間経済連携協定を締結し始めた。

GATT加盟国に適用される原則は「最恵国待遇」である。国内産品と同様の外国産品は同様の待遇とすべき「内

国民待遇」である。APECは「オーストラリアの提唱により設立」された。日本が２国間経済連携協定を結んでいな

い国は「韓国」である。TPP協定は、「シンガポール・ブルネイ・チリ・ニュージーランドの 4か国の経済連携協定

（EPA）が原型」となっている。その後、２０１６年には「１２カ国で署名されたが、２０１７年にアメリカが離脱を表

明」した。その後２０１８年の TPP11協定では、ISDS条項のうち「投資に対する合意及び投資の許可違反を理

由とする仲裁申立てに関する規定」が除かれた。２０２０年には、「RCEP」が署名された。 
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本日で同志社大学２０２２年度一般選抜の日程が 

全て終了しました。受験したみなさん、お疲れ様でした！ 

みなさんの合格報告を待っています🌸 

政経だけでなく、他大学に向けての対策や受験相談なども 

お気軽に DMまでどうぞ！ 
 


